
文京区議会議員／行政書士 自由民主党文京区議会

吉村美紀通信
よし むら み き vol.�

今、変革の時今、変革の時

〒113-0001　東京都文京区白山1－32－5 K 2白山 101　TEL：03－5615－9214 　FAX：03－5615－9215
Mall：i n f o@yosh imura -m ik i . j p吉村美紀事務所

　湯島総合センターを建替えする際に、屋内遊び場を整備することとなっております。屋内遊び場は天候を気にせず遊べる
空間であり全国的にもその需要は増していることから、区内初の屋内遊び場の整備がなされることを評価しています。屋内
遊び場の整備については、区内初ということもあり、区民の意見をしっかりと反映させた事業計画を策定するべきであると
考えます が、具体的にはどのようなプロセスを経て区は検討を進めてきたのか、また、今後の展望についてお聞かせください。
この屋内遊び場の開設が、文京区にとってかけがえのない場となるものと期待しています。 

 区内初となる屋内遊び場開設に向けた取組について

　令和７年10月21日、内閣制度１４０年の歴史上初の女性総理大臣が誕生いたしました。我が国の女性活躍を
推進させる契機となるものであると確信しています。 
　文京区男女平等参画推進計画及び女性活躍推進計画の現状及び、同計画の今後の展望についてお考えをお聞
かせください。 国に留まらず、自治体レベルでも、女性活躍の更なる推進を図っていただきたいです。

令和７年11月定例議会において、自由民主党文京区議会を代表して以下15項目について質問をさせていただきました。

女性活躍推進について

中面へ続きます

　本区では、ジェンダー平等及び男女平等参画の意識が浸透してきているものと考えますが、推進会議からもよ

り一層の取り組みを求められており、各所管部署においては更なる改善への努力が必要と考えます。 次期計画に

ついては、変動する社会状況に合わせた計画となるよう改定を行います。

答弁

　女性も管理職を目指したくなるような環境整備は必要です。庁内におけるワーク・ライフ・バランスを意識した 取組の
現状及び今後の方針についてお聞かせください。仮に女性職員が今後の自分自身の方向性を考える際に何らかの不安を感
じているような場合には、親身に寄り添ってほしいと思いますが、お考えをお聞かせください。

文京区における女性の管理職割合について

　女性の方が、複合的な問題があり相談窓口を訪れた際、どのような流れで重層的支援体制整備事業につながっていくので
しょうか。 また、庁内にて連携を図り、部署を跨いで複合的に相談支援につながった実績はどのようなものでしょうか。庁内
の更なる連携を期待しています。

複合的な課題を抱えた女性の相談支援について

　児童虐待の未然防止や孤立する子育て家庭を早期に発見するため、これまで、区によるきめ細かな
対策を様々展開しておりますが、区のみならず、地域資源を活用した居場所の更なる充実や、地域の
団体との連携がより重要になってきています。 国においても、子ども家庭庁主導により、支援が必要
なこどもを早期に発見し、行政等の適切な支援機関につなげる仕組みをつくるため、地域団体との
支援体制の強化や見守り体制の強化に向けた、様々な補助事業にも力を入れています。 本区におい
ても、支援が必要なこどもの早期発見等に向け、地域人材や地域団体を活用した、更なる子どもの
居場所の充実を図るべきです。お考えをお聞かせください。

 地域の子どもの更なる居場所の充実について

　昨今、原油価格や物価が高騰している状況が継続しており、区民の皆さまの生活にもそれらの影響が重く
のしかかってきています。「今の暮らしや未来への不安を希望に変え」るためにも、文京区において今まで
より以上に子育て世帯への支援、特に教育にかかる費用等の支援を実施していくべきであると考えます。
お考えをお聞かせください。

 教育費負担を軽減する施策の策定について

　地域の意見交換会におけるご意見や、昨年度実施したアンケート調査等をもとにコンセプトを整理し、本年度、
地域でご意見を伺い、多様なご意見をいただき、「屋内遊び場のコンセプト及び基本的な機能」の素案を取りま

とめました。今後は、本素案について地域の意見交換会等でご意見を伺い、策定に向け取り組みます。また、「コンセプト及
び基本的な機能」は、来年度以降の事業者公募や施設整備において活用し、子ども達が楽しく、安全・安心に過ごすことが
できる遊び場づくりに取り組みます。

答弁

　令和8年度重点施策として、地域団体等と連携し、子どもが安心して過ごせる居場所
機能と、学習・生活面の支援機能をあわせ持つ「こどもみらいサポート拠点」を整備し

ます。この拠点を通じて、区内全体で子どもを見守り、支援が必要な子どもの状況をこれまで以上に
早期に把握するとともに、児童相談所や子ども家庭支援センター等の専門機関へ確実につなげていく
体制の構築に努めます。 

答弁

　昨今の物価高騰により、各家庭における教育に係る費用の負担軽減は一層重要になっていると
認識しています。本区としても、限られた財源の中で最大限の効果が得られる支援策を検討します。

答弁

　本区では、ワーク・ライフ・バランス推進のための取り組みを積極的に行っています。また、多様で柔軟な働き

方の実現にも取り組んでいます。 加えて、職員一人ひとりの個別事情の把握や女性職員を対象としたキャリア研修

の実施など、将来に向けて安心して働き続けることができる職場環境づくりに努めています。この取り組みを着実に実施するこ

とで、性別に関わらず、全ての職員が能力を最大限に発揮できる環境の整備を進めます。

答弁

　本年度から重層的支援体制整備事業にて、「BUNKYOつながる相談窓口」を設置し、複合的な課題を抱える

方の相談支援を開始しています。相談を受けた後、「多機関協働事業」として、様々な専門職と関係機関による
「支援会議」を適宜開催することで、分野横断的に連携し、支援につなげています。 本年10月末時点では、女性相談支援員
が関わる事例は2件あり、「支援会議」を３回開催しました。今後も、多機関が協働して情報を共有すると共に、支援ネット
ワークを構築します。 

答弁

区民の皆さまへ

吉村美紀

　吉村美紀通信をお手に取っていただきありがとうございます。吉村美紀通信では、年に
一度担当する本会議一般質問の概要を掲載させていただいております。
　日々の活動報告は、公式リンク集にある各 SNSにて毎日投稿させていただいております
ので、是非フォローしていただけますと嬉しいです。
　今、変革の時です。私自身、愚直に丁寧に、引き続きしっかりと活動してまいります。
　お気軽にご相談いただけましたら幸いです。

h t t p s :// yo s h i m u r a - m i k i . j p/ l i n k /

公式サイト／ Facebook ／ Instagram ／ X ／ Youtube ／吉村美紀一般質問「動画」＆「原稿文」／文京
区サイトのリンク集です。SNS フォロー・リツイートよろしくお願いいたします！

公式
リンク集
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文京区議会議員／行政書士

学歴 ○  中央大学　法学部　卒業（法学士）
○  日本大学大学院　法務研究科　卒業（法務博士）
○  米国ジョージ・ワシントン大学　エリオット国際関係大学院
   日米リーダーシッププログラム終了

職業 ○  文京区議会議員
○  行政書士（吉村美紀行政書士法務事務所）

資格 行政書士（特定行政書士・申請取次行政書士）／宅地建物取引士／
賃貸不動産経営管理士／競売不動産取扱主任者／空き家問題相談員
／著作権相談員／日本きもの文化振興協会認定1級着付講師、1級
着付師／日本ボッチャ協会認定 ボッチャサポーター／子育て支援員
／消費生活推進員／ラジオ体操指導員／応急手当指導員／不当要求
防止責任者 等

所属 ○  TOKYO自民党政経塾  第12期／第13期
○  女性未来塾特別講座 女性候補者育成コース 第1期～第3期
○  東京都行政書士会 文京支部  顧問
○  中央大学 評議員
○  中央大学学員会  東京文京区支部 副幹事長
○  小石川消防団  第二分団  班長
○  公益社団法人 成年後見支援センターヒルフェ(成年後見人等候補者名簿登載)

○  大原青少年健全育成会 常任委員
○  剛柔流空手道 護身会
○  白山會
○  ボーイスカウト 文京第１団
○  白山下安全・安心まちづくり協議会  顧問
○  白山下商店会  副会長
○  東京青年会議所文京区委員会 卒業 等

(ゲストスピーカー)
○ 慶應義塾大学 総合政策学部・環境情報学部「行政法」（23.7／24.7／25.7）
○ 慶應義塾大学 総合政策学部・環境情報学部「行政法演習」（25.12）
○ 中央大学理工学部「憲法」（23.10／25.12）
○ 中央大学 2023年度教育イノベーション推進事業シンポジウム「理工
D&I教育がひらく未来」（23.3）
○ 東洋大学 社会学部社会学科 社会学「演習Ⅰ」（25.1）  等

講演歴

第 104・105 代　高市 早苗 内閣総理大臣と



裏面へ続きます

　民法等の一部を改正する法律（令和 6 年法律第 33 号）が令和8年4月1日に施行されます。共同親権制度の導入は特
に注視すべき項目です。文京区では、共同親権制度導入を含め、今回の民法改正について区民がその内容を正確に理解し、
「こどもの最善の利益」を考えていくことができるよう、区報への掲載等、広く周知啓発を行っていただき、また、「離婚
後の子どもの養育についてのガイドブック」も、改正施行後適時冊子を改訂し、広く配布していただきたいです。お考え
をお聞かせください。 
　令和８年度には重点施策の一環として（仮称）こどもの権利擁護委員を設置し、相談窓口も開設されるようですが、
どのような人選で何名くらいを想定しているのかお考えをお聞かせください。相談窓口については、オンラインでの相談
も可能としていただきたいです。また、相談窓口の住み分け等についてしっかりと広報をしていただき、必要な場合には
相談窓口相互間の連携を図っていただきたいですが、お考えをお聞かせください。

離婚後の共同親権制度施行に伴う文京区の対応について

　文京区における令和 6年度末の高齢化率は18.6％、今後も高齢者人口の増加が見込まれており、認知症施策の重要性も増してい
ます。文京区では、第10 期高齢者・介護保険事業計画に、認知症施策推進計画を包含して策定しますが、当該推進計画の効果及
び今後の展望についてお聞かせください。

認知症施策の推進について

　認知症当事者の介護者である家族のケアも、本人のケア同様に重要です。家族をケアするための場をもっと作っていくべきなの
ではないかと考えます。本人がいない場所で、家族が本音を口に出し相談することのできるような環境をもっと増やしていくべきで
あると考えますが、認知症当事者の家族を対象とした事業の効果及び今後の展望について、お考えをお聞かせください。

認知症当事者の家族のケアについて

　原油価格や物価が高騰している状況が継続している昨今、その影響は介護サービス事業者 にも重くのしかかっております。 介護
サービスの基本報酬は、次回の改定は令和9年度です。現在、国において介護報酬の臨時改定も検討されている状況もありますが、
その間にも、事業者の厳しい経営状況は継続しており更なる支援が必要であると考えます。支援の対象をきめ細かく見極め介護基
盤が安定的に運用されるように検討していただきたいと思っていますが、お考えをお聞かせください。

介護サービスの事業者に対する支援について

　成年後見制度利用支援事業については、文京区社会福祉協議会が中核機関として機能しておりますが、令和 7年度より新たな取

組として「文京区市民後見人養成講座」が実施されています。講座の受講後は、選考を経て市民後見人候補者名簿に登載され、家

庭裁判所による選任を受けてから、成年後見人としての活動が始まることになります。しかしながら、成年後見人には非常に重い

責任が課せられており、専門的な知見も必要であるといえることから、当該講座を受講したのみの区民が一人で成年後見人として業

務を行うことは困難が予測されます。文京区市民後見人が実務を担うような場合には、受任形態や活動支援において、専門職との

連携協力を図るべきと考えますが、お考えをお聞かせください。

（前ページ続き）文京区市民後見人と専門職との連携について
　今後、市民後見人が活動する際には、状況に応じて、市民後見人と専門職が複数で受任する形や、後見監督人を専

門職が担うなど、様々な受任形態を想定しています。必要に応じて市民後見人と専門職の連携を図ることで、適切な後

見支援につなげます。さらに、フォローアップ研修や連絡会等を通じて、専門職と連携しながらチームによる支援を行うことで、

市民後見人が助言を受けながら適切に活動できる環境づくりを進めます。

　先日、岡山県総社市のDX 推進の取組「スマホ市役所」を視察しました。その手続はとても簡便であり市民の利便性向上に資す

るものです。 文京区では、子育て支援課が所管となる臨時交付金給付にて LINE を活用した給付申請を行っていますが、全庁的に

は主として Logo フォームを活用した電子申請手続を推進してます。総社市も、主として Logo フォームを活用している点は同様で

すが、LINE を活用した電子申請も広く活用している点が文京区とは異なります。文京区にも LINE公式アカウントは存在しており、

各種行政サービスが検索できる仕組になっておりますが、その画面から各種手続を電子申請することはできません。文京区でも、「ス

マホ市役所」のようなシステムを導入していただきたいのですが、お考えをお聞かせください。

文京区におけるＤＸの更なる推進について

　令和 7 年4月1日より文京区では新たな生成ＡＩサービスを導入しているところですが、 今回の導入が区における生成ＡＩの利活用

にどのように生かされていくのか、お考えをお聞かせください。生成ＡＩの利活用は区民向けの行政サービスだけに留まらず、職員

の作業効率を向上させるような利活用も実践できます。今後も研究を続け、区民、そして職員の利便性向上のために も積極的に生

成ＡＩを活用していただきたいです。 

生成 AI の利活用について

　令和5年 11 月本会議一般質問にて、自治体窓口DXの導入について質問しました。文京区では、おく

やみコーナーにて自治体窓口DXを導入していますが、他の窓口業務にも幅広く自治体窓口DXを導入して

いただきたいです。当時のご答弁では、「自治体窓口ＤＸについて、実証実験の実施や他自治体の取組等

を参考にしながら検討を行っております。」とのことでしたが、検討状況についてお聞かせください。

自治体窓口ＤＸの推進について

　令和 6 年11月の本会議一般質問にて、Logo フォームを活用した電子申請手続における 代理人欄作成について質問しましたが、

その後所管課によっては実装していただきありがとうございます。不正な代理人申請が問題となりうるため代理人申請の場合は窓

口や郵送のみで対応している電子申請手続も未だあるようですが、行政書士等の専門家が業として申請する場合には、資格登録番

号や資格証等をフォーマットに格納する等工夫をしていただければと思います。Logo フォームのシステム上そのような運用が可能

であるということを各所管課に今一度周知していただき、また、電子申請システムを所管する情報政策課においては職員の伴奏型

支援もしていただきたいのですが、お考えをお聞かせください。新たな電子申請システムを導入する際には、専門職その他、申請内

容に合わせて代理人申請ができる作りにしてください。 自治体 DXの更なる推進に期待しています。

電子申請フォーマットの代理人欄作成について

文京区市民後見人と専門職との連携について

次ページ上部へ続きます

　共同親権については、離婚前後に父母が子どもに向き合い、気持ちに寄り添いながら、子どもの将来と最善の利益
を考えていくことが重要であり、来年４月の法施行に向けて、区民への広報活動の取り組みを広げていく必要がありま

す。相談窓口の充実を図ると共に、区HP等を通じて、わかりやすい周知に努めます。また、離婚手続きの際に配付するガイドブッ
クについては、必要に応じて法律相談でも配付し、法施行後もチラシを作成する等、効果的に活用できるよう工夫します。権利擁
護委員は３人以内とし、人格が高潔で社会的信望があり、こどもの権利に関して優れた識見を有する者に委嘱します。今後、運営
体制について検討します。また、オンラインによる相談についても検討を進めます。新たに設置するこどもの権利擁護委員による
相談は、こどもの権利の侵害からの適切かつ速やかな救済を幅広く図ることが目的です。今後、相談を開始する際には、分かりや
すく役割を周知します。相談者や相談内容などの状況に応じて、適切な相談先や支援機関につなげられるよう、相談窓口での連携
を図ります。 

答弁

　本計画は、現在実施している高齢者等実態調査の結果や、認知症本人交流会等で集めた当事者や家族の声を反映させ、
区の実情に即した内容とする予定であり、区民ニーズのほか、当事者等の声を起点とした施策の展開など、今後の認知

症施策を総合的、体系的に推進するための指針となるものと考えます。 国が掲げる「新しい認知症観」の周知啓発をはじめ、各種
事業を充実させることで、認知症の方に寄り添い、ともに歩むことのできるまちの実現を目指します。 

答弁

　家族を対象とした事業の参加者数が少ないことは課題であると捉えており、心理的な障壁や参加時間の確保が困難
なことなどの様々な要因があるものと考えています。一方で、参加者や高齢者安心相談センターからは前向きな評価を

得ており、介護者同士の交流や情報交換の機会になっていると認識してます。更に多くの方が安心して参加できる事業となるよう、
参加しやすい環境の整備や内容の充実、周知の強化などに取り組み、地域資源との連携も強化しながら、安心できる地域の居場所
づくりを充実させます。

答弁

　これまで、物価高騰対策として、光熱費や食費に関する支援により、経営の安定化を促進し、利用者負担の増加の
抑制に努めてきました。 現在、第10期の介護報酬改定が検討されており、この間の賃上げ・物価高騰を適切に反映し

た水準に改定されるものと想定していますが、経営の安定化が図られるまでの間について、引き続き適切な支援を検討します。 

答弁

答弁

　本区の電子申請は、スマートフォンでも申請が可能なＬｏＧｏフォームを主に活用しています。 ＬＩＮＥを利用した電子

申請は、これまで、子ども応援臨時支援金など、一部の申請手続で活用し、申請者から一定の評価をいただいています。 

区としても、スマートフォンを活用した行政サービスの更なる拡充は必要なものと認識しており、他自治体の事例も参考にしながら、

今後とも、区民サービスの向上に直結するＤＸ化の推進に一層取り組みます。 

答弁

　本年度は、生成ＡＩに庁内のデータを登録できる新たなサービスを導入し、登録したデータを安全に参照できる環境

を整えました。これにより、本区の状況に応じた文章が生成されるだけでなく、複数のマニュアルや要綱等から必要な

情報を迅速に検索することが可能となりました。 そのため、より実務につながる精度の高い生成が可能となり、利便性が向上して

いるものと認識しています。 引き続き、生成ＡＩを職員の業務効率化のためのツールとして一層活用すると共に、その活用方法につ

いて研究を深めます。

答弁

　本区では、主に転入に関連する手続きについて、窓口ＤＸシステムの導入を検討しています。 具体的には、区民目線で課題

を発見するための窓口体験調査や、職員に対するシステムのデモンストレーションを実施したほか、「窓口ＤＸ検討部会」を立

ち上げ、来年度の導入を目指し、組織横断的に検討を進めます。 区民にとって、より便利で分かりやすい窓口サービスを実現できるよう、

窓口ＤＸシステムの対象を拡充します。

答弁

　行政書士等が生業として電子申請を行う際の代理人欄の設置については、都における同様の事例を参考に、電子申請

時の必要な項目を整理した上で、規定の整備を進めています。 整備後は、情報政策課において、電子申請システムを利

用する部署を対象に実施している操作説明会や個別相談時に、代理人欄の運用が可能である旨を周知するほか、必要に応じて技術

的な伴走支援を行います。 

答弁
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	vol8_A3横_002中面のコピー

